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代表取締役社長 岩 崎 高 治

第62回定時株主総会招集ご通知

　拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第62回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席ください
ますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますの
で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使
書用紙に議案に対する賛否のご表示をいただき、平成29年５月24日（水曜日）午後６時
までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

1 日 時 平成29年５月25日（木曜日）午前10時
2 場 所 大阪市淀川区西宮原二丁目２番22号

当社大阪本社１階大会議室
(末尾の会場ご案内図をご参照ください｡)

3 目 的 事 項
報 告 事 項 １．第62期（平成28年３月１日から平成29年２月28日まで）

事業報告、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役
会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第62期（平成28年３月１日から平成29年２月28日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役10名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう
お願い申しあげます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インター
ネット上の当社ウェブサイト（http://www.lifecorp.jp/）に掲載させていただきます。
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招集ご通知



（添付書類）

事　 業　 報　 告

（平成28年３月１日から
平成29年２月28日まで）

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項

１．事業の経過及びその成果

　当連結会計年度より、平成27年４月に設立した株式会社ライフフィナンシャルサービスの

重要性が増したため、同社を連結の範囲に含めております。このため、当連結会計年度より

連結計算書類を作成しておりますので、前期との比較分析は行っておりません。

　当連結会計年度におけるわが国経済は、海外経済の先行き不透明感や為替相場の不安定化

等から足踏み状態が続いていましたが、足元では輸出の持ち直しや在庫調整の進展等から回

復の兆しを示しております。一方で、個人消費におきましては、雇用・所得環境は改善が続

いているものの、正社員賃金の伸び悩みや社会保険料の増加による可処分所得の下押し、社

会保険制度の見直し等による将来不安等により、子育て世帯や高齢者を中心に買い控え感は

強く、天候不順の影響も加わって、個人消費は一進一退の状況が続いてまいりました。

　このような状況の中、小売業界におきましては、消費者の根強い節約志向に対応しつつ、

満足感を高めることを目的に、生活必需品のＥＤＬＰ（エブリディ・ロー・プライス）化や

販売促進策の強化、品質と価格のバランスを目指した商品の開発等を推進しながら販売力の

向上に取り組んでおります。設備投資面では、新規出店や店舗改装等のほか、新しいコンセ

プトの店舗を出店する等、競合他社との差別化を図るための積極的な投資を行ってきており

ます。また、不採算店の閉鎖等の経営資源の再配分や、業務提携・事業統合による事業成長

や生き残りをかけた動きも引き続き活発化しております。

　こうした厳しい経営環境下、当社グループは企業価値を高め持続的に成長していくことを

目的に、平成27年度よりスタートした「第五次中期３ヵ年計画」において定めた、「お客様

の立場で考え行動する会社」、「多様な人財を活かす会社」、「規律とチームワークのある

会社」で構成される『３つの風土改革』と、これに連携して定めた「店舗」、「商品」、「売

場」、「出店」、「人財」、「プロセスセンター」、「物流」、「情報システム」、「販促」、

「オムニチャネル」、「財務・コスト削減」及び「危機管理」で構成される『12の戦略』を

合わせた『新15の改革』により、他業種も含めた競争の激化に打ち勝つため、従業員一人ひ

とりがお客様とのコミュニケーションを大切にし、「お客様から『最も信頼される地域一番

店』」の実現に向けて取り組んでおります。

(2)

事業の経過及びその成果



　特に、当連結会計年度におきましては、平成27年４月に設立したクレジットカード・金融

事業を行う全額出資子会社の株式会社ライフフィナンシャルサービスの事業を開始し、お客

様の利便性向上や決済手段の多様化を通した収益機会の拡大に取り組んでおります。なお、

同社では、平成28年３月からのクレジットカード発行に加え、平成28年８月からは自社型電

子マネー「ＬａＣｕＣａ（ラクカ）」による決済サービスも全店で開始しております。また、

９月には、34店舗で実施（平成29年２月28日現在）しておりますライフネットスーパーのウ

ェブサイトを、「見やすく」、「探しやすく」、「お手軽に」ご利用いただけるようリニュ

ーアルし、お客様の利便性向上とサービス拡充に努めております。また、人手不足から採用

環境が厳しくなる中で、平成28年度からはパートナー制度を見直し、パートナーが能力を発

揮し、やりがいをもって仕事に取り組むことができるよう、教育の充実、職責の明確化、処

遇改善等に取り組んでまいりました。

　当連結会計年度に新規店舗として、３月に阿波座駅前店（大阪府）、４月に西小岩店（東

京都）、川端東一条店（京都府）、５月に堺筋本町店（大阪府）、６月に旭大宮店（大阪府）、

11月に智恵光院店（京都府）、２月に川崎大島店（神奈川県）、東砂店（東京都）、鵜の木

店（東京都）の９店舗を出店するとともに１店舗を閉鎖し、資産の入れ替えを図ったほか、

既存店舗におきましても箕面店、住吉店、靭店、大崎ニューシティ店、篠崎店の５店舗を改

装いたしました。特に、靭店におきましては、毎日のお買い物機能に加えて、「オーガニッ

ク、ローカル、ヘルシー」と「安心、トレンド、高質」を意識した商品を品揃えした新業態

店舗「ビオラル靭店」として、リニューアルオープンしております。また、８月には、首都

圏エリアの更なる店舗作業の効率化と商品力向上を目的として、商品供給を行う加須プロセ

スセンター（埼玉県）を開設いたしました。

　以上の結果、当社グループの業績におきましては、新規店舗及び既存店舗の改装が寄与し

たことに加え、売上拡大・客数増加に向けた販売促進の各種施策により、営業収益は6,529億

74百万円となりました。利益面におきましては、採用強化、時給アップに伴う人件費、社会

保険費用や退職給付費用等の増加もありましたが、新規店舗・既存店舗の収益増加に加え、

経費削減諸施策等の効果もあり、営業利益は126億64百万円、経常利益は128億34百万円、親

会社株主に帰属する当期純利益は81億10百万円となりました。
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　セグメントごとの業績は次の通りです。

（小売事業）

　営業収益は6,527億84百万円、売上高は6,346億43百万円、セグメント利益は134億37百万円

となりました。

　なお、部門別売上高は、生鮮食品部門が2,625億95百万円、一般食品部門2,766億15百万円、

生活関連用品部門579億66百万円、衣料品部門277億14百万円、テナント部門97億51百万円と

なりました。

（その他）

　株式会社ライフフィナンシャルサービスの連結子会社化及び同社が事業開始初年度である

ことから、営業収益は５億82百万円、セグメント損失は６億３百万円となりました。

営業収益の内訳

セ グ メ ン ト 区 分 金 額 前 期 比 構 成 比

商 品
売上高

生 鮮 食 品 262,595百万円 ―％ 40.2％

一 般 食 品 276,615 ― 42.4

生 活 関 連 用 品 57,966 ― 8.9

衣 料 品 27,714 ― 4.2

テ ナ ン ト 9,751 ― 1.5

小 計 634,643 ― 97.2

営 業 収 入 18,141 ― 2.8

小 売 事 業 計 652,784 ― 100.0

そ の 他 計 582 ― 0.1

調 整 額 △391 ― △0.1

合 計 652,974 ― 100.0

（注）１．当連結会計年度より連結計算書類を作成しておりますので、前期比は記載しておりません。

　　　２．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　３．調整額は、セグメント間取引消去であります。
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２．設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の主なものは、次のとおりでありま

す。

(1) 当連結会計年度中に開設した店舗等

近畿圏：阿波座駅前店、川端東一条店、堺筋本町店、旭大宮店、智恵光院店

首都圏：西小岩店、川崎大島店、東砂店、鵜の木店、加須プロセスセンター

(2) 当連結会計年度中に改装した店舗

近畿圏：箕面店、住吉店、ビオラル靭店（旧　靭店）

首都圏：大崎ニューシティ店、篠崎店

　上記の設備資金は、主に自己資金により賄いました。

３．資金調達の状況

　該当事項はありません。

(5)

設備投資の状況、資金調達の状況



４．財産及び損益の状況の推移

(1) 企業集団の財産及び損益の状況の推移

期
区　分

第 59 期
平成26年２月期

第 60 期
平成27年２月期

第 61 期
平成28年２月期

第 62 期
(当連結会計年度)
平成29年２月期

営 業 収 益（百万円） 534,923 584,984 ― 652,974

経 常 利 益（百万円） 7,702 11,010 ― 12,834

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

（百万円） 3,798 5,213 ― 8,110

１株当たり当期純利益 （円） 72.52 107.92 ― 173.23

総 資 産（百万円） 186,079 205,743 ― 222,421

純 資 産（百万円） 55,380 52,453 ― 63,276

１株当たり純資産 （円） 1,060.89 1,120.35 ― 1,351.55

（注）１．第61期は連結計算書類を作成しておりませんので、第61期の状況については記載しておりません。
２．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数に基づき、また、１株当たり純資産は期末発行

済株式総数に基づきそれぞれ算出しております。なお、期中平均発行済株式総数及び期末発行済
株式総数は自己株式を控除して算出しております。

３．記載金額（１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を除く。）は、百万円未満を切り捨てて
表示しております。

４．「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当連結会
計年度より「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

(2) 当社の財産及び損益の状況の推移

期
区　分

第 59 期
平成26年２月期

第 60 期
平成27年２月期

第 61 期
平成28年２月期

第 62 期(当期)
平成29年２月期

営 業 収 益（百万円） 535,517 585,770 629,986 652,784

経 常 利 益（百万円） 7,269 10,928 12,982 13,437

当 期 純 利 益（百万円） 3,547 5,291 7,923 8,714

１株当たり当期純利益 （円） 67.72 109.53 169.24 186.13

総 資 産（百万円） 184,999 205,128 211,533 226,334

純 資 産（百万円） 54,888 51,363 57,843 65,214

１株当たり純資産 （円） 1,051.46 1,097.05 1,235.47 1,392.93

（注）１．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数に基づき、また、１株当たり純資産は期末発行
済株式総数に基づきそれぞれ算出しております。なお、期中平均発行済株式総数及び期末発行済
株式総数は自己株式を控除して算出しております。

２．記載金額（１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を除く。）は、百万円未満を切り捨てて
表示しております。

(6)
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５．重要な親会社及び子会社の状況

(1) 親会社の状況

　該当事項はありません。

(2) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社ライフフィナン
シ ャ ル サ ー ビ ス

499百万円 100.0％ クレジットカード、電子マネー事業

６．対処すべき課題

　今後のわが国の経済見通しにおきましては、足元で景気が持ち直す中で東京オリンピッ

ク・パラリンピック開催により景気の盛り上がりへの期待がある一方、米国の財政・通商政

策や欧州の国政選挙等による保護主義の高まりや新興国の景気減速等、わが国経済を下振れ

させる懸念もあり、引き続き楽観できない状況にあります。

　小売業界におきましては、家計の節約志向に対応するとともに、商品価値と価格のバラン

スがとれた商品の開発、ネット販売の強化、健康志向等のこだわり商品に特化した新業態店

舗、移動スーパー等、新しい需要を喚起するための販売手段の拡大等、各社がお客様からの

支持を得るための努力を重ねる一方、共通ポイントカードによる顧客の囲い込み、大手小売

の資本業務提携に伴う寡占化の動き等、業界内の動きは激しくなっております。

　このような厳しい環境の中、よりお客様に信頼される地域一番店を実現するために、平成

27年度よりスタートした「第五次中期３ヵ年計画」の最終年度をむかえ、中期経営計画の目

標実現に向けた取組を着実にすすめることとしております。

　「第五次中期３ヵ年計画」におきましては、「お客様の立場で考え行動する会社」、「多

様な人財を活かす会社」、「規律とチームワークのある会社」の『３つの風土改革』を、当

社グループの企業価値を高め成長していくための改革の柱と定め、これに連携する『12の戦

略』を合わせた『新15の改革』に取り組んでおります。

　『３つの風土改革』は、

　①「お客様の立場で考え行動する会社」として、地域のお客様の多様なニーズに対応する

こと

　②「多様な人財を活かす会社」として、お客様の様々なニーズに応える人財を育成し、積

極的に活用・登用すること

　③「規律とチームワークのある会社」として、環境の変化が激しい中でスピード感と連携、

徹底力をもって実行する組織となること

(7)
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　を目的としております。

　『12の戦略』は、「店舗」、「商品」、「売場」、「出店」、「人財」、「プロセスセン

ター」、「物流」、「情報システム」、「販促」、「オムニチャネル」、「財務･コスト削

減」、「危機管理」の各戦略から構成しております。この戦略の中で、中期計画の基本とな

る戦略は次のとおりであります。

　①「店舗戦略」におきましては、ライフ全店が地域のお客様から「最も信頼される地域一

番店」の実現を目指しております。お客様に一番近い店舗を起点とした「店舗主導の経

営」の確立を目指し、多様化するお客様ニーズに応えるべく、ＩＤ－ＰＯＳデータによ

る購買行動の分析にお客様の生の声をお聴きする仕組みを構築し、品揃えやお店づくり

に反映しております。

　②「商品戦略」、「売場戦略」におきましては、価格面を含め、スーパーマーケットなら

ではの季節感溢れる品揃え、値頃感のある商品をふんだんに提供できるお店づくりを目

指しております。この中で、プライベートブランド商品（ＰＢ商品）におきましては、

当社オリジナルの「スマイルライフ」、「ライフプレミアム」、「ライフナチュラル」

を、株式会社ヤオコーとの共同開発ブランド「スターセレクト」とともに更に強化推進

しております。また、生活関連用品･衣料品を手掛けている強みを活かし、ワンストップ

ショッピングの利便性を強化しております。

　③「出店戦略」におきましては、お客様から「最も信頼される地域一番店」を目指し、引

き続き積極的に出店しております。人口増加が見込まれる首都圏及び近畿圏市街地を中

心にドミナント出店を加速する方針を継続するとともに、規模におきましては450坪１層

のＳＭ、850坪２層のＳＳＭを基本としながら都心の人口密集地におきましては300坪未

満の都心型小型店の出店につきましても企画、推進しております。

　以上により、一層お客様に近づくことでより筋肉質な企業体質を作り上げ、企業価値の向

上と持続的な成長を目指していく所存であります。

７．主要な事業内容（平成29年２月28日現在）

　当社グループは、生鮮食品、一般食品と日用雑貨等の生活関連用品及び衣料品の小売業並

びにクレジットカード、電子マネー事業を主要業務とし、これに附帯する業務として店舗賃

貸等を営んでおります。

(8)
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８．主要な事業所（平成29年２月28日現在）

(1) 当社の本店及び各本社

本　店（東京都中央区）　大阪本社（大阪市淀川区）　東京本社（東京都台東区）

(2) 当社の店舗（近畿圏　148店舗　首都圏　116店舗　合計　264店舗）

① 大 阪 府 豊 中 店 塚 本 店 岡 町 店 桃 山 台 店 北 野 田 店

(116店舗) 高 石 店 初 芝 店 庭 代 台 店 茨田大宮店 忠 岡 店

福 田 店 天 美 店 深 井 店 豊 里 店 新 大 阪 店

城 山 台 店 恵我之荘店 国 分 店 出 来 島 店 滝 谷 店

御 崎 店 巽 店 平野西脇店 今 里 店 杭 全 店

八 尾 店 南 住 吉 店 和泉大宮店 高 井 田 店 泉 尾 店

百 舌 鳥 店 箕 面 店 福 泉 店 門 真 店 茨木小川店

横 堤 店 江 口 店 守口寺方店 深 江 橋 店 十 三 東 店

四天王寺店 長 居 店 玉 串 店 住 吉 店 都島高倉店

生野林寺店 八尾竹渕店 新 森 店 菱 江 店 南 津 守 店

崇 禅 寺 店 本 庄 店 御 殿 山 店 正 雀 店 新 北 島 店

歌 島 店 関 目 店 庄 内 店 ビオラル靭店 喜連瓜破店

吹田泉町店 新 深 江 店 友 井 店 服 部 店 野 田 店

志 紀 店 此花伝法店 寝 屋 川 店 牧 野 店 高槻城西店

大 仙 店 豊 津 店 西 大 橋 店 香 里 園 店 新 石 切 店

なかもず店 毛 馬 店 三 国 橋 店 西 九 条 店 寝屋川黒原店

大 国 町 店 天 神 橋 店 太 平 寺 店 三 津 屋 店 な ん ば 店

下 寺 店 出 屋 敷 店 石 津 店 西天下茶屋店 岸 部 店

加 賀 屋 店 久宝寺駅前店 土 佐 堀 店 大 淀 中 店 弁 天 町 店

あ び こ 店 西 田 辺 店 塩 草 店 太 融 寺 店 東大阪長田店

昭和町駅前店 緑 橋 店 御 幣 島 店 セントラルスクエア西宮原店

京 橋 店 堺 駅 前 店 玉 造 店 セントラルスクエア北畠店

清 水 谷 店 セントラルスクエア森ノ宮店 セントラルスクエア高殿店

羽曳野西浦店 東 淡 路 店 阿波座駅前店 堺筋本町店 旭 大 宮 店

② 兵 庫 県 甲 子 園 店 武 庫 川 店 福 崎 店 御 影 店 尼崎大西店

(13店舗) 浜甲子園店 西 代 店 神戸駅前店 長 田 店 今津駅前店

本 山 店 春日野道店 下 山 手 店
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③ 京 都 府 寺 田 店 男 山 店 壬 生 店 西 京 極 店 太 秦 店

(15店舗) 伏見深草店 西 七 条 店 梅 津 店 宝 ヶ 池 店 西 陣 店

二条駅前店 北 白 川 店 セントラルスクエア西大路花屋町店 川端東一条店

智恵光院店

④ 奈 良 県 御 所 店 大 淀 店 学 園 前 店 大和高田店

(４店舗)

⑤ 東 京 都 板 橋 店 仲 宿 店 笹 塚 店 南 台 店 竹 の 塚 店

(74店舗) 中 目 黒 店 瑞 江 店 篠 崎 店 鹿 骨 店 西 大 泉 店

つつじヶ丘店 府中中河原店 深川猿江店 平 和 台 店 土 支 田 店

西 新 井 店 葛飾鎌倉店 中野新井店 大 森 南 店 新 大 塚 店

経 堂 店 赤 塚 店 船 堀 店 前 野 町 店 北 赤 羽 店

東 尾 久 店 渋 谷 東 店 中野駅前店 浅 草 店 武蔵小山店

千川駅前店 石神井公園店 東 向 島 店 東 中 野 店

ア ク ト ピ ア 北 赤 羽 店 千歳烏山店 石神井台店 水 元 店

亀 戸 店 幡 ヶ 谷 店 大泉学園駅前店 六町駅前店 大崎百反通店

大 森 中 店 扇大橋駅前店 江北駅前店 大 谷 田 店 吉祥寺駅南店

奥 戸 店 神田和泉町店 南 千 住 店 奥戸街道店

大 崎 ニ ュ ー シ テ ィ 店 葛飾白鳥店 菊 川 店

落合南長崎駅前店 練馬中村北店 目黒大橋店 上 池 台 店 西 蒲 田 店

中野坂上店 若松河田駅前店 新桜台駅前店 コ コ ネ リ 練 馬 駅 前 店

ポ ン テ ポ ル タ 千 住 店 東五反田店 錦糸町駅前店 新御徒町店

品川御殿山店 セントラルスクエア押上駅前店 京急蒲田駅前店 西 小 岩 店

東 砂 店 鵜 の 木 店

⑥ 埼 玉 県 北 越 谷 店 朝 霞 店 指 扇 店 三郷高州店 戸 田 店

(12店舗) 北春日部店 吉川駅前店 新 座 店 毛 呂 山 店 浦和白幡店

さいたま新都心店 吉川栄町店

⑦ 千 葉 県 松 戸 二 十 世 紀 ヶ 丘 店 佐 倉 店 宮 野 木 店 増 尾 店

(５店舗) 市川国分店

⑧ 神奈川県 東 有 馬 店 鶴 見 店 高津新作店 川崎桜本店 川崎御幸店

(25店舗) 大 口 店 宿 河 原 店 相模原駅ビル店 大 船 店 向ヶ丘遊園店

鎌倉大船モール店 希望が丘店 川崎京町店 相模原モール店 相模原若松店

大 倉 山 店 子 母 口 店 相模大野駅前店 中原井田店 上 鶴 間 店

宮 崎 台 店 宮内二丁目店 戸塚汲沢店 有馬五丁目店 川崎大島店

(10)
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(3) 当社の物流センター

① 大 阪 府 南港プロセスセンター 堺物流センター（低温センターを含む）

住之江物流センター 新天保山低温センター

天保山プロセスセンター 堺ベーカリーセンター

② 東 京 都 大田物流センター

③ 埼 玉 県 栗橋プロセスセンター

加須プロセスセンター

吉川ベーカリーセンター

④ 千 葉 県 松戸総合物流センター 船橋プロセスセンター

(4) 子会社の本店及び本部

　　株式会社ライフフィナンシャルサービス

　　本店及び本部（東京都台東区）

９．従業員の状況（平成29年２月28日現在）

(1) 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

5,985名 －

（注）１．当連結会計年度より連結計算書類を作成しておりますので、前期との比較分析は行っておりませ

ん。

　　　２．上記のほか、パートタイマーの期中平均人数は、19,079名（８時間換算）であります。

(2) 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

5,978名 減52名 40.2歳 15.0年

（注）　上記のほか、パートタイマーの期中平均人数は、19,078名（８時間換算）であります。

(11)
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10．主要な借入先及び借入額（平成29年２月28日現在）

借 入 先 借 入 額

三 井 住 友 信 託 銀 行  株 式 会 社 20,532百万円

農 林 中 央 金 庫 17,293

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 4,276

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 4,274

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 4,113

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行  株 式 会 社 3,777

株 式 会 社 り そ な 銀 行 3,448

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 2,119

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

11．その他企業集団の現況に関する重要な事項

　当社は、平成28年４月12日開催の取締役会において、平成27年４月に設立した子会社であ

る株式会社ライフフィナンシャルサービスの重要性が増したため、当連結会計年度から同社

を連結の範囲に含め、連結決算に移行することを決定いたしました。

(12)
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Ⅱ．会社の株式に関する事項（平成29年２月28日現在）

１．発行可能株式総数 120,000,000株

２．発行済株式の総数 53,450,800株（うち自己株式6,632,650株）

３．株　　 主　　 数 2,420名

４．大　　 株　　 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

三 菱 商 事 　 株 式 会 社 10,437,000株 22.3％

清 信 興 産 　 株 式 会 社 5,382,000 11.5

公益財団法人　ライフスポーツ財団 3,229,200 6.9

ラ イ フ 共 栄 会 2,295,112 4.9

三 井 住 友 信 託 銀 行 　 株 式 会 社 2,264,000 4.8

農 林 中 央 金 庫 2,100,276 4.5

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,518,200 3.2

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 　 株 式 会 社 1,500,000 3.2

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,035,000 2.2

株 式 会 社 三菱東京ＵＦＪ銀行 1,035,000 2.2

（注）　持株比率は、自己株式（6,632,650株）を控除して計算しております。

Ⅲ．会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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Ⅳ．会社役員に関する事項

１．取締役及び監査役の状況（平成29年２月28日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長兼ＣＥＯ 清 水 信 次

日本チェーンストア協会　会長
日本小売業協会　会長
日本流通産業株式会社　会長
株式会社ライフフィナンシャルサービス
代表取締役会長

代表取締役社長兼ＣＯＯ 岩 崎 高 治

営業統括本部長
日本流通産業株式会社　代表取締役副社長
株式会社ライフフィナンシャルサービス
代表取締役副会長

専 務 取 締 役 並 木 利 昭 開発統括本部長兼秘書室長兼渉外担当

常 務 取 締 役 幸 　 英 樹 営業統括本部副本部長（首都圏担当）

常 務 取 締 役 角 野 　 喬 経営企画本部長兼新規事業担当

常 務 取 締 役 森 下 留 寿 管理統括本部長

取 締 役 内 田 良 一 管理統括本部副本部長兼財経本部長

取 締 役 西 村 寿 仁 内部監査本部長兼法務・審査部長

取 締 役 後 藤 勝 基 営業推進本部長

取 締 役 堤 　 　 　 は ゆ る
株式会社ハユルコーポレーション
代表取締役

常 勤 監 査 役 山 本 憲 史

監 査 役 浜 平 純 一 税理士

監 査 役 真 木 光 夫 弁護士

（注）１．取締役堤はゆる氏は、社外取締役であります。

２．監査役浜平純一氏及び真木光夫氏は、社外監査役であり、東京証券取引所に独立役員として届け

出ております。

３．監査役浜平純一氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有す

るものであります。

４．監査役真木光夫氏は、弁護士として企業法務に精通しており、企業経営を統治する十分な見識を

有するものであります。
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２．当事業年度中の取締役及び監査役の異動

(1) 就任

　平成28年５月26日開催の第61回定時株主総会において、西村寿仁、後藤勝基の両氏が新

たに取締役に選任され、就任いたしました。

(2) 当事業年度中の取締役の地位及び担当の異動

氏 名 新 地 位 新 担 当 旧 地 位 旧 担 当 異 動 年 月 日

内 田 良 一 取締役
管理統括本部副本部長
兼財経本部長
兼財務部長

取締役
管理統括本部副本部長
兼財経本部長

平成28年３月１日

森 下 留 寿 取締役
経営企画本部長
兼経営企画部長
兼新規事業担当

取締役
経営企画本部長
兼営業推進本部長
兼新規事業担当

内 田 良 一 取締役
管理統括本部副本部長
兼財経本部長

取締役
管理統括本部副本部長
兼財経本部長
兼財務部長

平成28年４月16日

森 下 留 寿 常務取締役
経営企画本部長
兼新規事業担当

取締役
経営企画本部長
兼経営企画部長
兼新規事業担当

平成28年６月１日

後 藤 勝 基 取締役 営業推進本部長 取締役
営業推進本部長
兼カード事業部長

平成28年７月16日

岩 崎 高 治
代表取締
役社長兼
ＣＯＯ

営業統括本部長
代表取締
役社長兼
ＣＯＯ

営業統括本部長
兼開発統括本部長

平成29年１月16日

並 木 利 昭 専務取締役
開発統括本部長兼秘書
室長兼渉外担当

専務取締役
管理統括本部長
兼秘書室長

幸 　 英 樹 常務取締役
営業統括本部副本部長
（首都圏担当）

常務取締役 首都圏営業本部長

角 野 　 喬 常務取締役
 経営企画本部長
兼新規事業担当

常務取締役 近畿圏営業本部長

森 下 留 寿 常務取締役 管理統括本部長 常務取締役
経営企画本部長
兼新規事業担当
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３．取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支給人員 支 給 額

取 締 役
(うち社外)

10名
(1)

176百万円
(6)

１．左記金額のほか、使用人兼務取締役の使用人部分給与相当

額37百万円があります。

２．平成19年５月24日開催の第52回定時株主総会における決議

取締役の報酬は、月額35,000千円以内とする。

３．平成18年５月25日開催の第51回定時株主総会における決議

監査役の報酬は、月額5,000千円以内とする。

監 査 役
(うち社外)

3
(2)

42
(27)

合 計 13 219

 (注)　上記のほか、当事業年度において役員退職慰労引当金繰入額として取締役９名に対し23百万円（うち

社外取締役１名に対し０百万円）、監査役３名に対し３百万円（うち社外監査役２名に対し２百万

円）の合計27百万円を費用処理しております。

４．社外役員に関する事項

(1) 重要な兼職先と当社との関係

　取締役堤はゆる氏は、株式会社ハユルコーポレーションの代表取締役を兼務しており、

当社との間で業務委託契約を締結しております。

(2) 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 堤　　　はゆる
当事業年度開催の取締役会16回の全てに出席し、主に経験豊富な経

営者としての専門的見地から発言を行っております。

監 査 役 浜 平 純 一

当事業年度開催の取締役会16回の全てに出席し、また、当事業年度

開催の監査役会13回の全てに出席し、主に税理士としての専門的見

地から発言を行っております。

監 査 役 真 木 光 夫

当事業年度開催の取締役会16回の全てに出席し、また、当事業年度

開催の監査役会13回の全てに出席し、主に弁護士としての専門的見

地から発言を行っております。

(3) 責任限定契約に関する事項

　当社と取締役堤はゆる氏並びに監査役浜平純一氏及び真木光夫氏とは、会社法第423条第

１項に定める責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく責任の限度額は、同

法第425条第１項の最低責任限度額であります。
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Ⅴ．会計監査人に関する事項

１．名称　　有限責任 あずさ監査法人

２．報酬等の金額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 35百万円

当社及び当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 35

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と「金融商品取引法」に

基づく監査の監査報酬額等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事

業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人から説明を受けた当事業年度の会計監査計画の監査時間、前事業年度の

監査実績の検証と評価、監査業務の効率化、会計監査人の監査の遂行状況の相当性、報酬の前提

となる見積りの算出根拠を精査した結果、会計監査人の報酬等の額について同意いたしました。

３．会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社では、監査役会が会社法第340条第１項各号に該当すると判断した場合は、監査役全員

の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。また、監査役会が、会計監査人の職務遂行

状況等を総合的に判断し、監査の適正性及び信頼性が確保できないと認めたときは、株主総

会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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Ⅵ．会社の業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

　当社は、グループの業務の適正を確保するための体制として、「内部統制システム構築の基

本方針」を定めて体制を整備しておりますが、その内容及び運用状況の概要は次のとおりです。

１．当社及びグループ会社の取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制

(1) 当社は最低月１回の取締役会を開催し、取締役会において重要事項の決定を行うほか、

取締役の業務執行状況の監督を行うものとする。監査役は、取締役会に出席し意見を述べ

るとともに、全稟議書・申請書の内容チェックを行うなど取締役の業務執行状況を監査す

るものとする。

【運用状況】

　当事業年度は16回の取締役会を開催しています。取締役会においては実効性のある運営

が行われ、監査役監査も適切に行われていると認識しています。

(2) 当社及びグループ会社の法令等遵守体制については、当社グループの経営理念に基づい

て策定した企業行動規範である「ライフ行動基準」に従い、法令、ルールの遵守に係る推

進体制として「コンプライアンス部会」を設置し、定期的に開催、当社グループの遵守状

況をフォローアップするとともに、その取りまとめ結果を取締役会に報告するものとする。

また、公益通報に関する規程に基づき、法令違反行為に係る当社グループの相談窓口「ラ

イフホットライン」を設置し、法務担当の取締役及び役職者が対応するものとする。

【運用状況】

　「ライフ行動基準」は常に全従業員が携帯するとともにグループ社内で閲覧できる状態

にあり、「ライフホットライン」もグループ社内で周知され、その運営についても適切と

認識しています。

　また、コンプライアンス部会を定期開催し、その内容は取締役会に報告されています。

(3) 「ライフ行動基準」において、反社会的勢力に対して毅然とした態度で臨み、一切の関

係を持たないものと定め、不当な要求等に対しては、外部専門機関と密接な連携のもと、

当社グループ会社及び関係部署が連携・協力し、組織的に対応するものとする。

【運用状況】

　「ライフ行動基準」の役員及び従業員への周知等を通じて、上記対応方針を徹底してい

ます。
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(4) 代表取締役の直轄組織としての内部監査本部は、社内規程及びグループ会社との契約又

は委託等に基づき各店舗、センター、本社各部室、グループ会社を定期的に監査し、監査

結果を代表取締役に報告するとともに、同時に常勤取締役、関係役職者及び常勤監査役に

報告するほか、内部監査の取りまとめ結果を定期的に取締役会に報告するものとする。ま

た、内部監査の人員体制については、その充実強化に努めるものとする。

【運用状況】

　内部監査本部は内部監査計画に基づいて監査態勢の整備及び監査を実施し、その結果の

取りまとめを代表取締役、取締役会等に報告しています。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1) 会社の重要な意思決定については規程により文書化と保存を義務付け、法令等の定め又

は重要度に基づき保存期間を定めるものとする。

【運用状況】

　取締役会議事録、経営戦略会議議事録等の重要な書類は規程に定められた方法及び保存

期間に従って、適切に保存しています。

(2) 保存文書の保存部署においては、取締役及び監査役が常時閲覧できる体制を整備するも

のとする。

【運用状況】

　取締役及び監査役が、重要な書類を含めて、必要な資料の閲覧を求めた場合には、担当

部署は遅滞なくこれに応じています。

３．グループ会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　グループ会社の重要事項については、その重要度に応じて、当該グループ会社を担当する

部署がグループ会社から事前協議又は報告を受けるものとする。

　また、グループ会社を管理する部署を担当する取締役は、取締役会においてグループ会社

の状況を定期的に報告するとともに、期末決算を報告するものとする。

【運用状況】

　グループ会社の重要事項については、グループ会社との事前協議又は事前報告を通じて

意思疎通を図るとともに、担当役員が当該会社の状況を取締役会に報告しています。
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４．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 当社及びグループ会社の事業に絡むリスクを総合的に分析し、管理する「総合リスク管

理委員会」を設置し、企業活動固有の諸リスクの把握と軽減策の検討及び各種法改正、事

件事故、災害等への対応としてその対処策や防止策、是正手段等の検討を行い、その結果

を取締役会に提案等するほか、リスクに係る社内規程、マニュアルの整備・検証・指導・

立案を行う体制を構築するものとする。

【運用状況】

　事業計画策定時の環境認識、内部監査・社内点検制度による発見、事件事故の発生等を

通じて認識したリスクについて、その程度に応じて取締役会や社内会議等の場で対策を協

議して必要な措置を講じています。

(2) グループ会社における重要な資産の取得・処分、債務の負担等に係る契約など損失のお

それのある事項については事前に当社と協議するものとする。

【運用状況】

　当社との事前協議の対象としているグループ会社の重要事項について、当社におけるそ

の内容の是非の判断は、当社自身の重要事項と同様の意思決定手続きを経て判断していま

す。

５．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 代表取締役は、前年度末に翌年の経営目標を設定し、目標達成に向けた経営計画を策定

の上、取締役会に付議、承認を得るものとし、毎月１回開催の取締役会において進捗状況

を確認する。また、翌年度に達成状況に応じた業績評価を実施するものとする。

【運用状況】

　毎年度末に当該年度の実績を評価の上、翌年度の経営目標・経営計画を取締役会で定め

ています。

　また、経営計画の進捗状況は取締役会で確認しています。

(2) 常勤取締役及び執行役員により構成される「経営戦略会議」において、取締役会から委

任を受けた事項について協議し、代表者が最終意思決定を行うことで、業務執行の効率性、

健全性の高度化に努めるものとする。

【運用状況】

　経営戦略会議においては、取締役会から委任を受けた事項の協議・決定のほか、取締役

会に付議する事項の一部についても当該議案への取締役の理解・認識を深めるための協議

を実施しています。
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(3) 取締役及び各役職者の業務を適正かつ効率的に執行せしめるため、「内部統制システム

統括委員会」を設置し、経営の意思決定システムや組織・職務・権限の見直し等、業務遂

行システムの点検を行い、その結果を取締役会に付議・報告するものとする。

【運用状況】

　法令等の改正や社会情勢・リスク認識の変化等を踏まえ、当社の規程、組織、職務、権

限等がこれらの改正・変化に対応しているかどうかを検証し、必要に応じて見直しを実施

しています。

６．グループ会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) グループ会社の事業計画は、当社との協議を経てグループ会社において決定するものと

する。

【運用状況】

　グループ会社の事業計画については、策定段階から意思疎通を図ることで、効率的な協

議が実施できるようにしています。

(2) グループ会社にとって重要な組織及び規程の制定・変更は当社と事前に協議するものと

する。その上で、個別事項に係るグループ会社の取締役の業務執行は、案件の重要度に応

じた当社との事前協議・報告を前提に、グループ会社の規程に沿って効率的に意思決定が

なされるものとする。

【運用状況】

　グループ会社との事前協議事項については、その重要度に応じて協議の内容にメリハリ

をつけるとともに、事前協議の範囲内での個別の業務執行については、グループ会社自身

で意思決定を行っています。

７．監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関す

る事項

　監査役が監査役の職務を補助する従業員を置くことを取締役会又は取締役に求めた場合は、

代表取締役及び人事担当取締役は監査役と協議し対処する。

【運用状況】

　内部監査本部が、監査役への内部監査結果の報告、定期的な情報交換、監査役の求めに

応じた情報提供等を実施しているほか、監査役の求めに応じて監査役監査に協力すること

としています。このため、現時点で監査役は補助従業員を求めていません。
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８．前項の従業員の取締役からの独立性に関する事項及び当該従業員に対する監査役の指示の

実効性の確保に関する事項

(1) 監査役の職務を補助する従業員の異動は監査役の同意を得なければならないものとし、

監査役は補助従業員に対する指揮命令権を有す。

(2) 監査役の職務を補助する従業員は、他部署の業務を兼務せず、専ら監査役の指揮命令に

従う。

(3) 監査役は監査役の職務を補助すべき従業員の懲戒等に関与できるほか、補助従業員が監

査役の指揮命令に従わなかった場合には就業規則に定める懲戒等の対象となる。

【運用状況】

　上記(1) ～(3) に共通の状況として、補助従業員を設置する場合には本条項のとおり運

用します。

９．当社及びグループ会社の役員及び従業員が監査役に報告するための体制

(1) 当社の役員及び従業員並びにグループ会社の役員及び従業員は、監査役から業務執行に

関する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。

【運用状況】

　グループ会社の役員及び従業員は、監査役監査に積極的に協力し、監査以外の局面でも

監査役が求める報告、書類・資料等は遅滞なく提出しております。

(2) 当社の役員及び従業員並びにグループ会社の役員及び従業員は、著しい損失や重大なコ

ンプライアンス違反の発生のおそれがあると認識した場合、当社の役員及び従業員は直接

に、グループ会社の役員又は従業員は直接もしくはグループ会社を担当する役員又は従業

員を経由して監査役に対して遅滞なく報告を行う。

【運用状況】

　当社においては本「内部統制システム構築の基本方針」を当社の規程一覧に掲載し、グ

ループ会社においても規程に同様の定めを設けて社内に周知することで、当該事象が生じ

た場合には適切な対応がとれるように徹底しています。

10．監査役への報告を行った役員及び従業員が当該報告を行ったことを理由として不利な取り

扱いを受けないことを確保するための体制

　監査役への報告を行ったことを理由として、報告を行った役員及び従業員に対して不利な

取り扱いを行うことを、当社及びグループ会社において禁止する。

【運用状況】

　当社においては本「内部統制システム構築の基本方針」を当社の規程一覧に掲載し、グ

ループ会社においても規程に同様の定めを設けて社内に周知することで徹底しています。
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11．監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役が職務の執行に対して費用の前払いや債務の処理等の請求を行った場合や弁護士・

会計士等の外部専門家を利用することを求めた場合には、監査役の職務の執行の範囲内で当

該費用を負担する。

【運用状況】

　監査役の職務遂行に必要な経費等については、監査役の請求に基づいて支払っています。

12．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査役は、取締役会のほか、重要な会議に出席し、各担当取締役の業務執行報告を受け

るほか、全稟議書・申請書の回覧報告を受ける。

【運用状況】

　監査役は、取締役会、経営戦略会議等の重要な会議に出席して監査役の立場から積極的

に発言を行っています。また、回覧報告を受けた全稟議書・申請書等についても監査役と

しての立場から意見を発出しています。

　なお、監査役が業務執行状況をタイムリーに把握できるようにするため、全稟議書・申

請書の回覧に代えて、監査役がこれらのデータベースに自由にアクセスできるように運用

の見直しを行っています。

(2) 代表取締役と監査役は、相互の意思疎通を図るため、定期的に会合を持つ。

【運用状況】

　監査役は、月に１回を目途に代表取締役と意見交換を実施しています。

(3) 法務・税務・会計に係る最新法規法令に適正に対応するため、社外監査役に専門家の起

用を図るよう努める。

【運用状況】

　社外監査役として、弁護士及び税理士を各１名選任しています。

(4) 内部監査本部は、監査役に対し内部監査に係る報告を定期的に行うほか、随時監査役と

会合を持ち、密接な連携を図る。

【運用状況】

　内部監査本部は、監査役への内部監査結果の報告、定期的な情報交換、監査役の求めに

応じた情報提供等を実施しています。

13．財務報告の信頼性を確保するための体制

　金融商品取引法に基づく内部統制報告制度に適正に対応するため、内部監査本部が経営シ

ステム、業務プロセス、ＩＴ統制等が財務報告の適正性を確保する観点から適切に整備され、

かつ、運用されているかどうかにつき検証、確認するものとする。

【運用状況】

　内部監査本部は、取締役会が定めた内部統制評価基本規程に基づいて財務報告の信頼性

が確保されているかどうかを内部統制の観点から点検・検証し、現時点で開示すべき重要

な不備が存在しないことを確認しています。
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連結貸借対照表

（平成29年２月28日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

（ 有 形 固 定 資 産 ）

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

器 具 及 び 備 品

土 地

そ の 他

（ 無 形 固 定 資 産 ）

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

（57,086）

11,736

886

22,233

136

2,155

16,675

3,262

（165,335）

（123,525）

82,633

3,970

12,516

23,135

1,269

（2,525）

（39,285）

1,997

7,248

3,885

24,404

1,791

△41

流 動 負 債 (111,403)

買 掛 金 37,171

短 期 借 入 金 33,400

１年内返済予定の長期借入金 12,131

リ ー ス 債 務 1,591

未 払 金 9,613

未 払 法 人 税 等 3,285

賞 与 引 当 金 1,960

販 売 促 進 引 当 金 2,016

そ の 他 10,233

固 定 負 債 (47,741)

長 期 借 入 金 27,083

リ ー ス 債 務 4,260

再評価に係る繰延税金負債 1,263

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 346

退 職 給 付 に 係 る 負 債 6,924

資 産 除 去 債 務 4,638

そ の 他 3,224

負 債 合 計 159,145

純 資 産 の 部

株 主 資 本 （64,437）

資 本 金 （10,004）

資 本 剰 余 金 （11,475）

利 益 剰 余 金 （52,879）

自 己 株 式 （△9,921）

その他の包括利益累計額 (△1,160)

その他有価証券評価差額金 （565）

土 地 再 評 価 差 額 金 （△449）

退職給付に係る調整累計額 （△1,277）

純 資 産 合 計 63,276

資 産 合 計 222,421 負 債 純 資 産 合 計 222,421

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

(平成28年３月１日から
平成29年２月28日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 634,643

売 上 原 価 457,787

売 上 総 利 益 176,855

営 業 収 入 18,331

営 業 総 利 益 195,187

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 182,522

営 業 利 益 12,664

営 業 外 収 益

受 取 利 息 167

リ サ イ ク ル 収 入 97

受 取 配 当 金 49

そ の 他 276 591

営 業 外 費 用

支 払 利 息 377

そ の 他 44 421

経 常 利 益 12,834

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 311

そ の 他 0 311

特 別 損 失

減 損 損 失 95

物 流 セ ン タ ー 閉 鎖 損 失 73

固 定 資 産 除 却 損 52

店 舗 閉 鎖 損 失 43

そ の 他 2 267

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 12,878

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,765

法 人 税 等 調 整 額 2 4,767

当 期 純 利 益 8,110

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 8,110

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年３月１日から
平成29年２月28日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 10,004 11,475 46,347 △9,919 57,906

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,521 △1,521

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

8,110 8,110

自 己 株 式 の 取 得 △1 △1

連 結 範 囲 の 変 動 △56 △56

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － 6,532 △1 6,531

当 期 末 残 高 10,004 11,475 52,879 △9,921 64,437

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

土地再評価差額金
退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 453 △516 △1,857 △1,921 55,985

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,521

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

8,110

自 己 株 式 の 取 得 △1

連 結 範 囲 の 変 動 △56

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

112 67 580 760 760

当 期 変 動 額 合 計 112 67 580 760 7,291

当 期 末 残 高 565 △449 △1,277 △1,160 63,276

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び連結子会社の名称

①　連結子会社の数　　　　　　１社

②　連結子会社の名称　　　　　株式会社ライフフィナンシャルサービス

(2) 非連結子会社の名称等

①　非連結子会社の名称　　　　ライフ興産株式会社

株式会社ライフストア

②　連結の範囲から除いた理由　非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び主要な会社等の名称

　持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。

(2) 持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関連会社の名称等

①　非連結子会社の名称　　　　ライフ興産株式会社

株式会社ライフストア

②　関連会社の名称　　　　　　株式会社日本流通未来教育センター

③　持分法を適用しない理由　　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社は当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外して

おります。

３．連結の範囲の変更に関する事項

　当連結会計年度より、株式会社ライフフィナンシャルサービスの重要性が増したため、連結の範囲に

含めております。

４．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

５．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

イ．満期保有目的の債券　　　償却原価法（定額法）を採用しております。

ロ．その他有価証券　　　　　時価のあるものは、決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）、時価のないものは移動平均法による原価法を採用しておりま

す。
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②　たな卸資産

イ．商品及び製品　　　　　　売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

ただし、生鮮食品、物流及び加工センター在庫商品は、最終仕入原

価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）を採用しております。

ロ．原材料及び貯蔵品　　　　主として、最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法（ただし、車両運搬具は定率法）を採用しております。

　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　３年～60年

機械装置及び運搬具　　２年～17年

器具及び備品　　　　　２年～20年

　なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間の均等償却によ

っております。

　また、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産について、償却可能限度額まで償却が終了

した翌連結会計年度から５年間で均等償却する方法によっております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。

③　リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成21年２月28日

以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しておりま

す。

④　長期前払費用

　定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、その回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額基準により計上しております。
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③　販売促進引当金

　販売促進を目的とするポイントカード制度により付与したポイントの利用に備えるため、未利用

のポイント残高に対して、過去の利用実績率に基づき将来利用されると見込まれる額を計上してお

ります。

　なお、繰入額は販売促進費に含めております。

④　役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しておりま

す。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11

年）による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（11年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用

処理しております。

(5) その他の連結計算書類作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

６．会計方針の変更

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基

準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下

「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９

月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続してい

る場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連

費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。また、当連結会計年度

の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直

しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させる方法に変更しております。加えて、

当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項

(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の

期首時点から将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。
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Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産 建物 4,701百万円

土地 9,269百万円

投資有価証券 274百万円

差入保証金 1,524百万円

計 15,770百万円

(2) 担保に係る債務 短期借入金 550百万円

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む） 16,832百万円

預り金（流動負債その他） 1,641百万円

商品券（流動負債その他） 528百万円

計 19,552百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 108,494百万円

３．土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価

差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価

税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するための財産評価基

本通達により算定した価額に合理的な調整を行って算定しております。

再評価を行った年月日 平成13年２月28日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価の合計額と

当該土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額
△4,166百万円
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Ⅲ．連結損益計算書に関する注記

減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。
（単位：百万円）

用 途 種 類 場 所 減 損 損 失

店 舗 等 建物及び構築物・器具及び備品

大 阪 府 ３店 10

京 都 府 １店 25

奈 良 県 １店 8

東 京 都 ２店 42

神 奈 川 県 １店 1

埼 玉 県 １店 8

　当社グループはキャッシュ・フローを生み出す最小単位として主に店舗を基本単位とし、資産のグル

ーピングをしております。営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっている店舗や土地の時価

の下落が著しい店舗等を対象とし、回収可能価額が帳簿価額を下回るものについて帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少金額を減損損失として特別損失に計上しております。

　その内訳は以下のとおりであります。

建物及び構築物 74百万円

器具及び備品 20百万円

合計 95百万円

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しております。正味売却価額は、重

要性を勘案して、不動産鑑定評価額または路線価等に基づき算定しております。
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Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株 式 数 （ 株 ）

発行済株式
普通株式

53,450,800 ― ― 53,450,800

自己株式
普通株式

6,632,251 399 ― 6,632,650

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加399株は、単元未満株式の買取りによる取得であります。

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成2 8年５月2 6日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 819 17.50 平成28年２月29日 平成28年５月27日

平成28年1 0月1 1日
取 締 役 会

普 通 株 式 702 15.00 平成28年８月31日 平成28年10月24日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 予 定 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年５月25日
定 時 株 主 総 会

普通株式 702 利益剰余金 15.00 平成29年２月28日 平成29年５月26日

Ⅴ．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、一時的な余資の運用については短期で安全性の高い預金等に限定しております。

また、短期的な運転資金は銀行借入により調達し、店舗等の設備投資に必要な資金は銀行借入又はリ

ース取引により調達しております。

　なお、デリバティブ取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　売掛金及び未収入金は、回収までの期間は短期であります。差入保証金は、店舗不動産の賃借に伴

い差し入れたものであります。

　売掛金、未収入金及び差入保証金の信用リスクについては、取引先の状況をモニタリングし、財務

状態の悪化等による回収懸念を早期に把握する体制をとっております。

　有価証券及び投資有価証券は、商品券発行に係る担保に供している満期保有目的の債券及び主に業

務上の関係を有する企業の株式であります。
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　満期保有目的の債券は利付国債のみであり、信用リスクはないと認識しております。

　株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や発行体の財務状態を把握し

ており、時価を取締役会に毎回報告しております。

　買掛金は、短期の支払期日であります。

　借入金のうち、短期借入金は主に短期的な運転資金の調達であり、長期借入金及びファイナンス・

リース取引に係るリース債務は主に設備投資に係る資金調達であります。このうち短期借入金、一部

の長期借入金は、金利の変動リスクに晒されております。なお、長期借入金は固定金利と変動金利を

勘案し資金調達することにより、リスク軽減を図っております。

　また、買掛金、借入金、リース債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社では、各部署か

らの報告等に基づき、適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などの方法

により管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成29年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれておりません。
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 11,736 11,736 ―

(2) 売掛金 886 886 ―

(3) 未収入金 16,675 16,675 ―

(4) 有価証券及び投資有価証券 1,863 1,865 1

(5) 長期貸付金 7,248 7,781 533

(6) 差入保証金 6,408 5,282 △1,126

資産計 44,819 44,228 △590

(1) 買掛金 37,171 37,171 ―

(2) 短期借入金 33,400 33,400 ―

(3) 長期借入金 39,214 39,255 41

(4) リース債務 5,851 5,842 △9

負債計 115,637 115,669 31

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金、(3) 未収入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。
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(4) 有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は日本証券業協会が公表し

ている公社債店頭売買参考統計値表の平均値によっております。

(5) 長期貸付金、(6) 差入保証金

　将来キャッシュ・フローを国債の利回りなど適切な指標により割り引いた現在価値により算

定しております。

負債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。

(3) 長期借入金、(4) リース債務

　これらの時価は元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定され

る利率で割り引いた現在価値により算定しております。なお、長期借入金には１年内返済予定

の長期借入金、リース債務には１年内返済予定のリース債務を含めて表示しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

非上場株式 134

差入保証金 17,995

　非上場株式については市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「(4) 有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。また、差入保証金のうち、返還時期の

見積りが困難なもの等については、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(6) 

差入保証金」には含めておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 11,736 ― ― ―

売掛金 886 ― ― ―

未収入金 16,675 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券

国債 ― 264 10 ―

長期貸付金 474 1,951 2,430 2,391

差入保証金 718 784 24 4,880

合 計 30,492 3,000 2,465 7,271
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４．長期借入金、リース債務及びその他有利子負債の決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

長期借入金 12,131 26,533 550 ―

リース債務 1,591 3,593 666 ―

合 計 13,722 30,126 1,216 ―

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 1,351円55銭

２．１株当たり当期純利益 173円23銭

Ⅶ．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表

（平成29年２月28日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

（ 有 形 固 定 資 産 ）

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

（ 無 形 固 定 資 産 ）

借 地 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

（60,905）

11,610

8,217

22,233

106

3,012

2,155

10,839

2,729

（165,428）

（123,421）

79,817

2,815

3,966

4

12,413

23,135

158

1,110

（2,461）

1,190

1,089

181

（39,546）

1,997

1,048

7,248

1,692

3,322

24,230

48

△41

流 動 負 債 （115,219）
買 掛 金 37,171
短 期 借 入 金 33,400
１年内返済予定の長期借入金 12,131
リ ー ス 債 務 1,591
未 払 金 9,073
未 払 費 用 3,063
未 払 法 人 税 等 3,283
未 払 消 費 税 等 1,808
預 り 金 8,720
賞 与 引 当 金 1,957
販 売 促 進 引 当 金 2,016
資 産 除 去 債 務 255
そ の 他 745

固 定 負 債 （45,900）
長 期 借 入 金 27,083
リ ー ス 債 務 4,260
再評価に係る繰延税金負債 1,263
退 職 給 付 引 当 金 5,083
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 346
資 産 除 去 債 務 4,638
預 り 保 証 金 3,212
そ の 他 12

負 債 合 計 161,120
純 資 産 の 部

株 主 資 本 （65,097）
資 本 金 （10,004）
資 本 剰 余 金 （11,475）

資 本 準 備 金 2,501
そ の 他 資 本 剰 余 金 8,974

利 益 剰 余 金 （53,539）
そ の 他 利 益 剰 余 金
特 別 償 却 準 備 金 75
別 途 積 立 金 43,820
繰 越 利 益 剰 余 金 9,644

自 己 株 式 （△9,921）
評 価 ・ 換 算 差 額 等 （116）

その他有価証券評価差額金 （565）
土 地 再 評 価 差 額 金 （△449）

純 資 産 合 計 65,214
資 産 合 計 226,334 負 債 純 資 産 合 計 226,334

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成28年３月１日から
平成29年２月28日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 634,643

売 上 原 価 457,787

売 上 総 利 益 176,855

営 業 収 入 18,141

営 業 総 利 益 194,997

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 181,732

営 業 利 益 13,264

営 業 外 収 益

受 取 利 息 170

リ サ イ ク ル 収 入 97

受 取 配 当 金 49

そ の 他 276 594

営 業 外 費 用

支 払 利 息 377

そ の 他 44 421

経 常 利 益 13,437

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 311

固 定 資 産 売 却 益 0 311

特 別 損 失

減 損 損 失 95

物 流 セ ン タ ー 閉 鎖 損 失 73

固 定 資 産 除 却 損 52

店 舗 閉 鎖 損 失 43

そ の 他 2 267

税 引 前 当 期 純 利 益 13,481

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,765

法 人 税 等 調 整 額 2 4,767

当 期 純 利 益 8,714

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成28年３月１日から
平成29年２月28日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金
利 益
剰 余 金
合 計

特別償却
準 備 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 10,004 2,501 8,974 11,475 88 37,620 8,638 46,347 △9,919 57,906

当 期 変 動 額

特別償却準備金の積立 1 △1 － －

特別償却準備金の取崩 △14 14 － －

別途積立金の積立 6,200 △6,200 － －

剰 余 金 の 配 当 △1,521 △1,521 △1,521

当 期 純 利 益 8,714 8,714 8,714

自己株式の取得 △1 △1

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － － － △12 6,200 1,005 7,192 △1 7,191

当 期 末 残 高 10,004 2,501 8,974 11,475 75 43,820 9,644 53,539 △9,921 65,097

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
土 地 再 評 価 差 額 金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 453 △516 △63 57,843

当 期 変 動 額

特別償却準備金の積立 －

特別償却準備金の取崩 －

別途積立金の積立 －

剰 余 金 の 配 当 △1,521

当 期 純 利 益 8,714

自己株式の取得 △1

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

112 67 179 179

当期変動額合計 112 67 179 7,371

当 期 末 残 高 565 △449 116 65,214

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①　満期保有目的の債券　　　　償却原価法（定額法）を採用しております。

②　子会社及び関連会社株式　　移動平均法による原価法を採用しております。

③　その他有価証券　　　　　　時価のあるものは、決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）、時価のないものは移動平均法による原価法を採用しておりま

す。

(2) たな卸資産

①　商品　　　　　　　　　　　売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

ただし、生鮮食品、物流及び加工センター在庫商品は、最終仕入原

価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）を採用しております。

②　貯蔵品　　　　　　　　　　主として、最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法（ただし、車両運搬具は定率法）を採用しております。

　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　３年～43年

構築物　　　　　６年～60年

機械及び装置　　４年～17年

器具及び備品　　２年～20年

　なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間の均等償却によっ

ております。

　また、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産について、償却可能限度額まで償却が終了し

た翌事業年度から５年間で均等償却する方法によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。

(3) リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(39)

個別注記表



　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成21年２月28日以

前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用しております。

(4) 長期前払費用

　定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、その回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額基準により計上しております。

(3) 販売促進引当金

　販売促進を目的とするポイントカード制度により付与したポイントの利用に備えるため、未利用の

ポイント残高に対して、過去の利用実績率に基づき将来利用されると見込まれる額を計上しておりま

す。

　なお、繰入額は販売促進費に含めております。

(4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11

年）による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（11年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理して

おります。

(5) 役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

４．その他計算書類作成のための重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、

連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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５．会計方針の変更

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事

業分離等会計基準」という。）等を当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、

暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の計算書類

に反映させる方法に変更しております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)及び事業分離等会計基準第

57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用し

ております。

　これによる損益に与える影響はありません。
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産 建物 4,701百万円

土地 9,269百万円

投資有価証券 274百万円

差入保証金 1,351百万円

計 15,596百万円

(2) 担保に係る債務 短期借入金 550百万円

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む） 16,832百万円

商品券（流動負債その他） 528百万円

計 17,910百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 108,480百万円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 8,918百万円

短期金銭債務 6,197百万円

長期金銭債務 0百万円

４．土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価

差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税

法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するための財産評価基本通

達により算定した価額に合理的な調整を行って算定しております。

再評価を行った年月日 平成13年２月28日

再評価を行った土地の当事業年度末における時価の合計額と

当該土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額
△4,166百万円

Ⅲ．損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

(1) 関係会社との営業取引による取引高

営業収入 3百万円

商品仕入高 519百万円

営業経費 384百万円

(2) 関係会社との営業取引以外の取引による取引高 3百万円
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２．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
（単位：百万円）

用 途 種 類 場 所 減 損 損 失

店 舗 等 建物・構築物・器具及び備品

大 阪 府 ３店 10

京 都 府 １店 25

奈 良 県 １店 8

東 京 都 ２店 42

神 奈 川 県 １店 1

埼 玉 県 １店 8

　当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位として主に店舗を基本単位とし、資産のグルーピング

をしております。営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっている店舗や土地の時価の下落が

著しい店舗等を対象とし、回収可能価額が帳簿価額を下回るものについて帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少金額を減損損失として特別損失に計上しております。

　その内訳は以下のとおりであります。

建物 74百万円

構築物 0百万円

器具及び備品 20百万円

合計 95百万円

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しております。正味売却価額は、重

要性を勘案して、不動産鑑定評価額または路線価等に基づき算定しております。

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度期首
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度増加
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度減少
株 式 数 （ 株 ）

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （ 株 ）

自己株式
普通株式

6,632,251 399 ― 6,632,650

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加399株は、単元未満株式の買取りによる取得であります。
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Ⅴ．税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産の発生原因別の主な内訳

(1) 流動の部

繰延税金資産

未払事業税及び未払事業所税 450百万円

賞与引当金 604百万円

販売促進引当金 622百万円

その他 485百万円

繰延税金資産合計 2,162百万円

繰延税金負債

特別償却準備金 6百万円

繰延税金負債合計 6百万円

繰延税金資産の純額 2,155百万円

(2) 固定の部

繰延税金資産

退職給付引当金 1,556百万円

役員退職慰労引当金 106百万円

減価償却資産償却超過額 1,378百万円

土地 504百万円

投資有価証券 176百万円

資産除去債務 1,420百万円

その他 299百万円

繰延税金資産小計 5,442百万円

評価性引当額 △813百万円

繰延税金資産合計 4,629百万円

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 890百万円

その他有価証券評価差額金 66百万円

特別償却準備金 26百万円

その他 324百万円

繰延税金負債合計 1,307百万円

繰延税金資産の純額 3,322百万円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因

法定実効税率 33.1％

（調整）

住民税均等割 2.6％

税率変更に伴う影響額 2.6％

法人税額の特別控除額 △2.6％

評価性引当額の増加額 △0.1％

その他 △0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.4％
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Ⅵ．リースにより使用する固定資産に関する注記

１．所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成21年２月28日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は以下のと

おりであります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

器具及び備品

取得価額相当額 ―百万円

減価償却累計額相当額 ―百万円

減損損失累計額相当額 ―百万円

期末残高相当額 ―百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 ―百万円

１年超 ―百万円

合計 ―百万円

リース資産減損勘定の残高 ―百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 40百万円

リース資産減損勘定の取崩額 6百万円

減価償却費相当額 30百万円

支払利息相当額 0百万円

減損損失 ―百万円

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

①　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

②　利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１年以内 7,589百万円

１年超 74,977百万円

合計 82,566百万円
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Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記

１．子会社及び関連会社等
（単位：百万円）

種 類 会社等の名称 所 在 地
資本金又は
出 資 金

事業の内容
議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子 会 社
㈱ライフフ
ィナンシャ
ルサービス

東京都
台東区

499

クレジッ
トカード
事業、電
子マネー
事業

所有
直接 100.0

役員の
兼任
５名

クレジット
カード業務
の委託

手数料の支
払い

239 未払金 25

電子マネー
業務の委託

電子マネー
販売代金の
回収

31,841 売掛金 6,172

電子マネー
のチャージ
高

30,199 預り金 6,060

手数料の支
払い

150 未払金 33

資金の貸付

資金の貸付 34,220

短期貸
付金

2,700

資金の回収 31,520

利息の受取 3
未収収益
(流動資産
その他)

0

（注）１．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含めて表示しております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 手数料については、他社との取引条件等を勘案の上、交渉により決定しております。

(2) 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

２．兄弟会社等
（単位：百万円）

種 類 会社等の名称 所 在 地
資本金又は
出 資 金

事業の内容
議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

その他の
関係会社
の子会社

三菱食品㈱
東京都
大田区

10,630
加工食品
の卸売業

被所有
直接　 1.0

―

商品の
仕入等

物流セン
ター手数
料収入等

2,244 未収入金 190

商品の仕入 50,206 買掛金 4,443

物流業務
委託

物流業務
の委託

6,203 未払金 524

（注）１．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含めて表示しております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　商品の仕入や物流業務の委託、物流センター手数料収入等については、市場価格の動向や他社

との取引条件等を勘案の上、交渉により決定しております。
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３．役員及び個人主要株主等
（単位：百万円）

種 類
会社等の名称
又 は 氏 名

所 在 地
資本金又は
出 資 金

事業の内容
又 は 職 業

議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

役 員 清水　信次 ― ―

当社
代表取締役
会長
日本流通産
業㈱
会長

被所有
直接　 1.5
被所有
間接　12.3

― ―

日本流通
産業㈱か
らの商品
仕入

5,035 買掛金 537

役 員 岩崎　高治 ― ―

当社
代表取締役
社長
日本流通産
業㈱
代表取締役
副社長

被所有
直接　 0.0

― ―

役 員 堤　はゆる ― ―

当社取締役
㈱ハユル
コーポレー
ション
代表取締役

被所有
直接　 0.0

― ―

㈱ハユル
コーポレ
ーション
への支払
手数料等

10 前払費用 1

（注）１．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含めて表示しております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 日本流通産業㈱からの商品の仕入については、市場価格の動向や他社との取引条件等を勘案の

上、交渉により決定しております。

(2) ㈱ハユルコーポレーションへの支払手数料等については、他社との取引条件等を勘案の上、交

渉により決定しております。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 1,392円93銭

２．１株当たり当期純利益 186円13銭

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年４月６日

株式会社　ライフコーポレーション

取　締　役　会　　御　中

有限責任　あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 神 塚 　 勲 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 磯 貝 和 敏 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齋 藤 慶 典 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ライフコーポレーションの平成28年３
月１日から平成29年２月28日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書
類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算
書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する
意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するため
のものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す
るために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者
が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての
連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、株式会社ライフコーポレーション及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上

(49)

連結会計監査報告



会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年４月６日

株式会社　ライフコーポレーション

取　締　役　会　　御　中

有限責任　あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 神 塚 　 勲 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 磯 貝 和 敏 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齋 藤 慶 典 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ライフコーポレーションの平成
28年３月１日から平成29年２月28日までの第62期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及
びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属
明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められ
る監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監
査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手
続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明
細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効
性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内
部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含ま
れる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上

(50)

個別会計監査報告



監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成28年3月1日から平成29年2月28日までの第62期事業年度の取締役の職務の執行に関して、
各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を
受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、
内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
以下の方法で監査を実施しました。

　①　取締役会、経営戦略会議、その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、稟議書、申請書等を閲覧し、本社及び主要な事業所に
おいて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役
等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社
法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に
基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用
の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　③　会計監査に関しては、事前に会計監査人より監査計画の説明を受け、監査結果の報告を受けました。
また、会計監査人の職務の遂行に関する事項（会社計算規則第131条に基づく通知事項）及び独立性に関
する事項についての報告を受け、必要に応じて説明を求めました。さらに、公益財団法人日本監査役協
会が公表した「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指針」に掲げられた評価基
準項目及び関連する確認・留意すべき事項に応じた説明を受けました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任　あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任　あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年４月11日

株式会社ライフコーポレーション　監査役会

常 勤 監 査 役 山 本 憲 史 
社 外 監 査 役 浜 平 純 一 
社 外 監 査 役 真 木 光 夫 

以　上

(51)

監査役会の監査報告



株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要政策の一つとして位置づけ
ており、安定した配当を継続して実施することを基本方針といたしております
が、同基本方針及び経営体質の強化と今後の事業展開等を総合的に勘案いたし
まして、第62期の期末配当及びその他剰余金の処分を以下のとおりといたした
いと存じます。
１．期末配当に関する事項
(1) 配当財産の種類
　　金銭といたします。

(2) 配当財産の割当に関する事項及びその総額
　　当社普通株式１株につき15円といたしたいと存じます。
　　なお、この場合の配当総額は702,272,250円となります。
　　これにより中間配当金（１株につき15円）を含めました年間配当金
は、１株につき30円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
　　平成29年５月26日といたしたいと存じます。

２．その他剰余金の処分に関する事項
(1) 増加する剰余金の項目とその額

　別途積立金 7,300,000,000円
(2) 減少する剰余金の項目とその額

　繰越利益剰余金 7,300,000,000円

(52)

剰余金処分議案



第２号議案　取締役10名選任の件
　取締役全員（10名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、
取締役10名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
 

（生 年 月
 

日）
略歴、当社における地位、担当

（重要な兼職の状況及び選任理由）
所有する当社
の 株 式 の 数

１

し

清
みず

水
のぶ

信
つぐ

次
(大正15年４月18日生)

昭和31年10月　当社　代表取締役社長
昭和57年２月　当社　代表取締役会長
昭和63年３月　当社　代表取締役会長兼社長
平成18年３月　当社　代表取締役会長兼CEO（現任）

（重要な兼職の状況）
日本チェーンストア協会　会長
日本小売業協会　会長
日本流通産業株式会社　会長
株式会社ライフフィナンシャルサービス　代表取締
役会長

（選任理由）
　同氏は創業者であり、当社経営のみならず流通業
界全般に対して知見と見識を有しているため、取締
役候補者としました。

697,300株

２

いわ

岩
さき

崎
たか

高
はる

治
(昭和41年３月27日生)

平成元年４月　三菱商事株式会社　入社
平成６年２月　Princes Limited　出向
平成11年５月　当社　取締役営業総本部長補佐
平成13年10月　当社　専務取締役首都圏事業本部長
平成18年３月　当社　代表取締役社長兼COO兼営業

統括本部長
平成26年６月　当社　代表取締役社長兼COO兼営業

統括本部長兼開発統括本部長
平成29年１月　当社　代表取締役社長兼COO兼営業

統括本部長（現任）

（重要な兼職の状況）
日本流通産業株式会社　代表取締役副社長
株式会社ライフフィナンシャルサービス　代表取締
役副会長

（選任理由）
　同氏は総合商社における経験に加え、当社社長を
平成18年から11年間務めており、流通業界及び当社
の経営全般について知見を有しているため、取締役
候補者としました。

12,351株

(53)

取締役選任議案



候補者
番　号

氏 名
 

（生 年 月
 

日）
略歴、当社における地位、担当

（重要な兼職の状況及び選任理由）
所有する当社
の 株 式 の 数

３

なみ

並
き

木
とし

利
あき

昭
(昭和29年５月15日生)

昭和58年８月　当社　入社

平成６年４月　当社　東京秘書広報室長

平成11年12月　当社　首都圏秘書広報室長兼環境対

策室長

平成13年５月　当社　取締役社長室長兼首都圏秘書

広報室長兼環境対策室長

平成19年３月　当社　常務取締役社長室長兼近畿圏

秘書広報室長

平成20年２月　当社　常務取締役人事本部長兼秘書

室長

平成23年１月　当社　常務取締役営業企画本部長兼

首都圏営業企画部長兼秘書室長兼広

報部長兼社会・環境推進部長

平成24年３月　当社　専務取締役管理統括本部長兼

総務本部長兼秘書室長兼広報部長

平成24年６月　当社　専務取締役管理統括本部長兼

秘書室長兼広報部長

平成26年４月　当社　専務取締役管理統括本部長兼

秘書室長兼広報部長兼社会・環境推

進部長

平成26年９月　当社　専務取締役管理統括本部長兼

秘書室長

平成27年２月　当社　専務取締役管理統括本部長兼

総務本部長兼秘書室長

平成27年９月　当社　専務取締役管理統括本部長兼

秘書室長

平成29年１月　当社　専務取締役開発統括本部長兼

秘書室長兼渉外担当（現任）

（選任理由）

　同氏は当社の企画・管理部門の長を歴任し、幅広

い業務知識と当社の経営全般及び管理・業務運営に

関して知見を有しているため、取締役候補者としま

した。

6,371株

(54)

取締役選任議案



候補者
番　号

氏 名
 

（生 年 月
 

日）
略歴、当社における地位、担当

（重要な兼職の状況及び選任理由）
所有する当社
の 株 式 の 数

４

ゆき

幸
 

　
ひで

英
き

樹
(昭和28年１月26日生)

昭和50年４月　当社　入社

平成３年５月　当社　東京人事部長

平成６年１月　当社　首都圏第四ストア部長

平成10年３月　当社　首都圏営業企画部長

平成14年10月　当社　首都圏ＳＶ本部長

平成16年２月　当社　首都圏営業企画本部長代行

平成17年11月　当社　首都圏生鮮・食品本部副本部

長

平成18年３月　当社　首都圏生鮮・食品本部長

平成19年３月　当社　執行役員首都圏生鮮・食品本

部長

平成24年５月　当社　取締役首都圏生鮮・食品本部

長

平成25年２月　当社　取締役営業統括副本部長（首

都圏担当）兼首都圏生鮮・食品本部

長

平成25年９月　当社　取締役営業統括副本部長（首

都圏担当）

平成26年２月　当社　取締役首都圏営業本部長

平成26年６月　当社　常務取締役首都圏営業本部長

平成29年１月　当社　常務取締役営業統括本部副本

部長（首都圏担当）（現任）

（選任理由）

　同氏は当社の営業部門の長を歴任しており、営業

部門を中心とする豊富な業務知識と当社の経営全般

及び流通業界に関して知見を有しているため、取締

役候補者としました。

2,461株

(55)

取締役選任議案



候補者
番　号

氏 名
 

（生 年 月
 

日）
略歴、当社における地位、担当

（重要な兼職の状況及び選任理由）
所有する当社
の 株 式 の 数

５

すみ

角
の

野
 

　
たかし

喬
(昭和31年１月25日生)

昭和55年３月　当社　入社

平成13年１月　当社　近畿圏販売促進部長

平成16年３月　当社　近畿圏物流部長

平成18年３月　当社　近畿圏業務改革推進室長

平成20年３月　当社　執行役員近畿圏業務改革推進

室長

平成21年３月　当社　執行役員営業統括本部物流企

画担当部長

平成21年11月　当社　執行役員近畿圏業務改革推進

室長

平成22年２月　当社　執行役員近畿圏ストアサポー

ト本部長

平成22年８月　当社　執行役員近畿圏ストア本部長

兼近畿圏ストアサポート本部長

平成24年５月　当社　取締役近畿圏ストア本部長兼

近畿圏ストアサポート本部長

平成25年２月　当社　取締役営業統括本部副本部長

（近畿圏担当）兼近畿圏ストア本部

長兼近畿圏ストアサポート本部長

平成25年10月　当社　取締役営業統括本部副本部長

（近畿圏担当）兼近畿圏ストア本部

長

平成26年２月　当社　取締役近畿圏営業本部長兼近

畿圏ストア本部長

平成26年５月　当社　取締役近畿圏営業本部長

平成27年６月　当社　常務取締役近畿圏営業本部長

平成29年１月　当社　常務取締役経営企画本部長兼

新規事業担当（現任）

（選任理由）

　同氏は当社の営業部門の長を歴任しており、営業

部門を中心とする豊富な業務知識と当社の経営全般

及び流通業界に関して知見を有しているため、取締

役候補者としました。

4,242株

(56)

取締役選任議案



候補者
番　号

氏 名
 

（生 年 月
 

日）
略歴、当社における地位、担当

（重要な兼職の状況及び選任理由）
所有する当社
の 株 式 の 数

６

もり

森
した

下
とめ

留
ひさ

寿
(昭和34年12月９日生)

昭和57年４月　当社　入社

平成16年９月　当社　近畿圏衣料品部長兼近畿圏生

活関連部長

平成19年２月　当社　情報システム部長

平成21年３月　当社　執行役員経営企画本部長兼経

営企画部長

平成21年11月　当社　執行役員近畿圏衣料・生関本

部長兼近畿圏衣料品部長兼近畿圏生

活関連部長

平成23年１月　当社　執行役員首都圏衣料・生関本

部長兼近畿圏衣料・生関本部長

平成26年２月　当社　執行役員近畿圏営業本部副本

部長兼近畿圏衣料・生関本部長

平成26年５月　当社　取締役近畿圏営業本部副本部

長兼近畿圏衣料・生関本部長

平成26年９月　当社　取締役経営企画本部長

平成27年６月　当社　取締役経営企画本部長兼新規

事業開発本部長

平成28年２月　当社　取締役経営企画本部長兼営業

推進本部長兼新規事業担当

平成28年３月　当社　取締役経営企画本部長兼経営

企画部長兼新規事業担当

平成28年６月　当社　常務取締役経営企画本部長兼

新規事業担当

平成29年１月　当社　常務取締役管理統括本部長

（現任）

（選任理由）

　同氏は当社において営業・システム・経営企画等

の幅広い部門の長を歴任しており、当社の経営全般

及び業務運営に知見を有しているため、取締役候補

者としました。

685株

(57)

取締役選任議案



候補者
番　号

氏 名
 

（生 年 月
 

日）
略歴、当社における地位、担当

（重要な兼職の状況及び選任理由）
所有する当社
の 株 式 の 数

７

うち

内
だ

田
りょう

良
いち

一
(昭和31年９月２日生)

昭和56年４月　三菱商事株式会社　入社
平成17年９月　同社　関西支社経理部長
平成21年４月　同社　生活産業グループコントロー

ラー
平成22年４月　同社　生活産業グループ管理部長
平成23年４月　当社　管理統括本部長補佐
平成23年５月　当社　取締役管理統括本部長補佐
平成23年７月　当社　取締役財経本部長
平成24年３月　当社　取締役管理統括本部副本部長

兼財経本部長
平成28年３月　当社　取締役管理統括本部副本部長

兼財経本部長兼財務部長
平成28年４月　当社　取締役管理統括本部副本部長

兼財経本部長（現任）

（選任理由）
　同氏は総合商社において管理部門の長を歴任し、
当社入社後も管理・財務・経理担当取締役を務めて
おり、当社の経営全般及び管理業務に知見を有して
いるため、取締役候補者としました。

1,152株

８

にし

西
むら

村
とし

寿
ひと

仁
(昭和33年10月21日生)

昭和57年４月　農林中央金庫　入庫
平成21年10月　同庫　ＪＦマリンバンク部長
平成23年６月　同庫　業務監査部長
平成25年７月　当社　執行役員管理統括本部長補佐
平成25年10月　当社　執行役員経営企画本部副本部

長
平成26年４月　当社　執行役員経営企画本部副本部

長兼法務・審査部長
平成26年５月　当社　執行役員内部統制統括室長兼

内部監査本部長兼法務・審査部長
平成27年11月　当社　執行役員内部監査本部長兼法

務・審査部長
平成28年５月　当社　取締役内部監査本部長兼法

務・審査部長（現任）

（選任理由）
　同氏は金融機関において監査、審査の業務を中心
に担当し、当社においても監査・法務・審査の長を
務めており、当社の経営全般及び管理業務に知見を
有しているため、取締役候補者としました。

152株

(58)

取締役選任議案



候補者
番　号

氏 名
 

（生 年 月
 

日）
略歴、当社における地位、担当

（重要な兼職の状況及び選任理由）
所有する当社
の 株 式 の 数

９

ご

後
とう

藤
かつ

勝
もと

基
(昭和47年12月５日生)

平成７年４月　三菱商事株式会社　入社

平成18年４月　当社　執行役員経営システム本部長

平成20年５月　当社　執行役員経営企画本部副本部

長

平成21年３月　当社　執行役員近畿圏ストア本部副

本部長

平成21年６月　当社　執行役員近畿圏ストア本部長

平成21年11月　当社　執行役員近畿圏生鮮・食品本

部長兼近畿圏水産部長

平成22年１月　当社　執行役員近畿圏生鮮・食品本

部長

平成22年10月　Princes Limited

Chairman's Office Director

平成26年４月　三菱商事株式会社　リテイル本部食

品リテイル部チェーンストアチーム

マネージャー

平成27年10月　同社　リテイル本部食品リテイル部

チェーンストアチームリーダー

平成28年３月　当社　執行役員営業推進本部長兼カ

ード事業部長

平成28年５月　当社　取締役営業推進本部長兼カー

ド事業部長

平成28年７月　当社　取締役営業推進本部長（現

任）

（選任理由）

　同氏は総合商社において食品・流通業界を長く担

当し、当社においても企画・営業部門の長を歴任し

ており、当社の経営全般及び流通業界に関して知見

を有しているため、取締役候補者としました。

1,400株

(59)

取締役選任議案



候補者
番　号

氏 名
 

（生 年 月
 

日）
略歴、当社における地位、担当

（重要な兼職の状況及び選任理由）
所有する当社
の 株 式 の 数

10

つつみ

堤　　　はゆる
(昭和37年２月25日生)

昭和62年１月　ブリティシュ・カレドニアン航空　
入社

平成９年９月　スカイマークエアラインズ株式会社
入社

平成10年９月　株式会社アルク教育社　入社
平成12年５月　同社　教育ネットワーク部　シニア

マネージャー
平成14年９月　日本ロレアル株式会社　入社
平成15年９月　同社　営業管理部長
平成17年11月　同社　トレードマーケティング部長
平成19年３月　株式会社リクルートエグゼクティブ

エージェント　入社　シニアコンサ
ルタント

平成24年11月　株式会社ハユルコーポレーション　
代表取締役（現任）

平成26年５月　当社　取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社ハユルコーポレーション　代表取締役

（選任理由）
　同氏を社外取締役候補者とした理由は、これまで
の業務経験並びに株式会社ハユルコーポレーション
における経営者としての実績、見識は高く評価され
ており、社外取締役として当社の経営に対する適切
な助言及び業務執行の監督等に十分な役割を果たし
ているためであります。なお、同氏の当社社外取締
役就任期間は、本総会終結の時をもって３年であり
ます。

685株

（注）１．取締役候補者岩崎高治氏は、日本流通産業株式会社の代表取締役を兼務しており、当社との間に
商品仕入等の取引関係があります。

２．取締役候補者堤はゆる氏は、株式会社ハユルコーポレーションの代表取締役を兼務しており、当
社との間に業務委託契約を締結しております。

３．その他の取締役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
４．取締役候補者堤はゆる氏は社外取締役候補者であります。
５．当社は、社外取締役として期待された役割を十分に発揮できるよう、社外取締役との間で当社へ

の損害賠償責任を一定範囲に限定する契約を締結できる旨を定款で定めております。当社は、堤
はゆる氏との間で当該責任限定契約を締結しており、同氏が選任された場合は継続する予定であ
ります。
なお、その契約内容の概要は次のとおりであります。

 

・社外取締役が任務を怠ったことによって損害賠償責任を負う場合は、会社法第425条第１項の最
低責任限度額を限度として、その責任を負う。

 

・上記の責任限度が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となった職務の遂行について
善意かつ重大な過失がないときに限られるものとする。

以　上

(60)

取締役選任議案



（ＭＥＭＯ）

(61)

メモ



（ＭＥＭＯ）

(62)

メモ



（ＭＥＭＯ）

(63)

メモ
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会　場　　大阪市淀川区西宮原二丁目２番22号

当社大阪本社１階大会議室

電話　06（6150）6111

最寄駅　　地下鉄御堂筋線「新大阪駅」下車、Ａ階段又はＢ階段を降り

北改札を出て、４番出口より徒歩約10分

ＪＲ新幹線「新大阪駅」新幹線中央口を出て、西口より徒歩約13分

ＪＲ東海道本線「新大阪駅」東改札口を出て、西口まで徒歩約４分

西口より徒歩約13分

※なお、当日は駐車場の用意ができませんので、あしからずご了承ください。

地図


